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持分法適用関連会社の異動（連結子会社化）に関するお知らせ 

 
 当社は、本日開催の取締役会において、当社の持分法適用関連会社である株式会社メディエート（以

下、メディエート社）を、支配力基準により、2012 年 12 月 1 日より当社の連結子会社とすることを

決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 
 

記 
 
1. 連結子会社化の理由 

当社グループは、投資情報提供事業及び金融アドバイザリー事業に加え、外部金融環境に左右さ

れにくい安定的なキャッシュ・フローを確保するため、収益源の多角化の一環として、医療用機器

の製造及び販売事業を営むメディエート社が開発した滅菌器にかかる特許権を所有し、本特許権を

同社に貸与することにより、ロイヤリティ収入を得るライセンス事業を行っております。 
メディエート社は、「ホルマリンガス無害化脱臭方法及び装置」を開発し、2004 年に特許を取得、

2009 年 7 月に厚生労働省から「滅菌器」製造販売の認可を取得いたしました。同認可取得を機に、

手術等の医療器具の滅菌により院内感染防止を図りたい医療現場に販売し、メディエート社は

2012 年 3 月期決算において 7 期ぶりの黒字となりました。 
現時点において、メディエート社は当社の持分法適用関連会社であり、取締役 5 名のうち 2 名

は、当社役職員が兼務しております。また、当該兼務役員以外の 1 名についても、これまで当社

の意向や事業方針を十分理解して取締役としての職務を執行していただいておりましたので、12
月 1 日付で当社と当社の医療機器に関するビジネスについて顧問契約を締結することにより、連

結財務諸表に関する会計基準における緊密な者に該当することとなりました。そのため、当社の役

職員および緊密者が、メディエート社の取締役の過半数を占め、取締役会を実質的に支配するとみ

なされるようになったことから、支配力基準に基づき、12 月 1 日より当社の連結子会社とするこ

ととなりました。 
 
2. 子会社化する会社の概要 

（1）商号 株式会社メディエート 
（2）本店所在地 京都府宇治市槙島町目川 117-5 
（3）代表者の役職・氏名 代表取締役会長 田中 茂樹 

代表取締役社長 西山 普賢 
（4）事業内容 医療用機器の製造及び販売 
（5）資本金の額 274 百万円 
（6）設立年月日 1988 年 3 月 14 日 
（7）大株主及び持株比率 株式会社 T&C ホールディングス  29.03％（間接所有含む） 

大榮産業株式会社               23.37％ 



資本関係 当該会社は当社の持分法適用関連会社です。 
人的関係 当社より当該会社に取締役を派遣しています。ま

た、当社の役職員が取締役及び監査役を兼任して

います。 
取引関係 当社が保有する特許権を当該会社に貸与しており

ます。 

（8）上場会社と当該会社と

の関係等 

関連当事者へ

の該当状況 
該当事項はありません。 

（9）当該会社の最近 3 年間の経営成績及び財政状態              （百万円）

決算期 平成 22 年 3 月期 平成 23 年 3 月期 平成 24 年 3 月期 
純資産 △129 △101 △98
総資産 178 208 220
1 株当り純資産（円） △48,363 △32,335 △28,543
売上高 200 277 360
営業利益 △110 △32 10
経常利益 △119 △38 3
当期純利益 △129 △3 2
1 株当り当期純利益（円） △48,330 △1,182 788
1 株当り配当金（円） － － －

 
3. 異動前後における所有株式数及び所有割合 

所有株式数 1,000 株 
（議決権の数：1,000 個） 
（所有割合 ：29.03％） 

※ 株式の追加取得を行わないため、所有株式数及び所有割合に変更はありません。 
※ 議決権の数、所有割合には間接所有が含まれています。 
 

4. 今後の見通し 
当社は、11 月 1 日に株式会社 T&C フィナンシャルリサーチの株式を AA STOCK 社に譲渡いた

しました。今後は、ETF 関連事業及び金融アドバイザリー事業に加え、本件メディエート社の子

会社化に伴い、ライセンス事業からさらに踏み込んで医療機器製造販売事業を開始いたします。 
なお、平成 24 年 11 月期の当社連結業績に与える影響はありません。平成 25 年 11 月期につい

ては影響を与えることが見込まれますが、現在精査中であります。 
   

以 上 
 

 


